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表紙*電子提供措置用*

第68期
定 時 株 主 総 会
招 集 ご 通 知
　
　

日時
　

2023年３月23日（木曜日）午前10時

場所
　

東京都千代田区丸の内一丁目７番12号
サピアタワー５階
ステーションコンファレンス東京

決議
事項

　

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）

３名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の

件

　　

【株主の皆様へ】
本株主総会につきましては、株主様の安全・安心を最優先に新型コロナウイルスの感
染拡大防止対策を予定しておりますが、株主の皆様におかれましては健康状態にかか
わらず、ご来場はできるだけお控えいただき、書面又はインターネットにより事前に
議決権行使をいただきますようお願い申しあげます。
株主総会における当社の対応及び、インターネット配信に関する情報は当社ウェブサイ
ト（https://www.noritsu.co.jp/ir/ir_stockmeeting）にてお知らせいたします。

証券コード7744

ノーリツ鋼機株式会社
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招集ご通知

証券コード7744
2023年３月７日

株　主　各　位
東京都港区麻布十番一丁目10番10号
ノーリツ鋼機株式会社
代 表 取 締 役 Ｃ Ｅ Ｏ 岩　切　隆　吉

　当社ウェブサイト　　https://www.noritsu.co.jp/ir/68shareholder

　

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　

第68期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　当社第68期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電
子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブ
サイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより①「定時株主総会招集ご通知」②「定時株主総
会の招集に際しての電子提供措置事項」③「定時株主総会についてのお知らせ」を選択し、ご確認くださ
い。）
　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲
載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ノーリツ鋼機」又は「コー
ド」に当社証券コード「7744」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、
「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）
　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2023年３月22日（水曜日）午後６時までに
議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
　［インターネットによる議決権行使の場合］
　　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスしていただき、本招集
　ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」
　をご利用の上、画面の案内にしたがって、議案に対する賛否を上記の行使期限までにご入力ください。
　インターネットによる議決権行使に際しましては、後記の「インターネットによる議決権行使のご案
　内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。
　［書面による議決権行使の場合］
　　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご返送
　ください。

敬　具

－ 1 －
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招集ご通知

１．日 時 2023年３月23日（木曜日）午前10時（受付開始　午前９時30分）

２．場 所 東京都千代田区丸の内一丁目７番12号
サピアタワー５階　ステーションコンファレンス東京

３．目的事項
報告事項 １．　第68期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）事業報告の内容、連結計算

書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．　第68期（2022年１月１日から2022年12月31日まで）計算書類の内容報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）３名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
(１)書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対
　　する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたし
　　ます。
(２)インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議
　　決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
(３)インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到
　　着日時を問わず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱
　　いいたします。
(４)代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代
　　理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご
　　提出が必要となりますのでご了承ください。
(５)議決権の不統一行使をされる場合は、株主総会の日の３日前までに議決権の不統
　　一行使を行う旨とその理由を書面により当社にご通知ください。

記

以　上
　◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
　　申しあげます。
　◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウ
　　ェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
　◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいた
　　しますが、当該書面は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、次に掲げる事項を除いてお
　　ります。

　　　①　事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
　　　②　連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
　　　③　計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

－ 2 －
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招集ご通知

　　　なお、上記①は、監査報告の作成に際して、監査等委員会が監査をした事業報告に含まれてお
　　ります。また、上記②及び③は、監査報告の作成に際して、会計監査人及び監査等委員会が監査
　　をした連結計算書類及び計算書類に含まれております。

　◎総会ご出席者へのおみやげはご用意しておりませんので、予めご了承いただきますようお願い申
　　しあげます。

－ 3 －
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招集ご通知

新型コロナウイルス感染症の感染防止対応について

こちらのQRコードからも当社ウェブサイトに
アクセスいただけます。
※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

　本株主総会につきましては、株主様の安全・安心を最優先に、新型コロナウイルス感染拡大
防止のため適切な感染防止策を実施させていただいたうえで開催させていただくことといたし
ました。また、株主の皆様におかれましては、感染拡大防止の観点から、本株主総会につきま
しては、極力、書面又はインターネットにより事前に議決権行使をいただき、株主様の健康状
態にかかわらず、株主総会当日のご来場をお控えいただくよう強くお願い申しあげます。

　株主総会当日は、会場におきまして下記の対策、その他必要な措置を実施いたします。株主
の皆様にはご理解とご協力を賜りますようお願い申しあげます。

・出席役員及び運営スタッフは検温等体調を確認のうえ、手指の消毒・マスク着用にて対応さ
せていただきます。

・会場内の複数個所にアルコール消毒液を設置いたします。
・本株主総会会場において、感染予防及び拡散防止対策のため、座席の間隔を拡げることか
ら、ご用意できる席数が最大25席となります。そのため、当日ご来場いただきましても入場
をお断りさせていただく場合がございます。

・ご来場の際にはマスクのご着用と受付にて検温及び手指の消毒等を実施させていただきます
が、37.0℃以上の発熱又は咳込み、倦怠感等の症状にて体調不良と見受けられる株主様につ
きましては、他の株主様への配慮から入場をお断りする場合がございます。

・株主総会の議事は、円滑な進行に努め、可能な限り短時間で実施いたします。
・株主総会当日の様子をご視聴いただけるよう、昨年に引き続き「インターネット参加」の方
法をご準備いたします。インターネットご参加の方法につきましては、下記ウェブサイトに
てお知らせいたします。

・今後の状況により当日の開催場所、開始時刻その他の運営に変更が生ずる場合は、下記ウェ
ブサイトにおいてお知らせいたしますので、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

https://www.noritsu.co.jp/ir/68shareholder

－ 4 －
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議決権行使のご案内

株主総会にご出席される場合
議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時
　 2023年 ３ 月 23 日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）　

場 所
　 東京都千代田区丸の内一丁目７番12号

サピアタワー５階　ステーションコンファレンス東京

書面（郵送）で議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限
　 2023年 ３ 月 22 日（水曜日）午後６時00分到着分まで　

インターネットで議決権を行使される場合
パソコン又はスマートフォンから議決権行使サイト（https://www.web54.net）にアクセス
し、同封の議決権行使書用紙に記載された「ログインID」及び「パスワード」をご入力いただ
き、画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。

行使期限
　 2023年 ３ 月 22 日（水曜日）午後６時00分入力完了分まで　

① 株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利
用の株主様には、議決権行使サイト上で「パスワード」の変更をお願いすることとなりますのでご了承
ください。

② 株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「パスワード」をご通知いたします。
③ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金・電話料金等）は株主

様のご負担となります。
　

議決権行使についてのご案内

議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

－ 5 －
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議決権行使のご案内

インターネットにより議決権を行使される場合は、パソコン又はスマートフォンから当社の指定する議決権行使
ウェブサイトにアクセスし、画面の案内にしたがってご行使くださいますようお願い申しあげます。

当社の指定する議決権行使サイト https://www.web54.net
　

議決権行使期限： 2023 年 ３ 月 22 日（水曜日）午後 ６ 時 00 分入力完了分まで
　パソコンをご利用の方

❸ パスワードの入力❷ ログインする

https://www.web54.net　「次へすす
む」をクリック

❶ 議決権行使サイトへアクセス

・「議決権行使コード」を入力
・「ログイン」をクリック ・実際にご使用になる新しいパスワード

を設定してください
・「登録」をクリック

・「初期パスワード」を入力

スマートフォンをご利用の方
　同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェブサイトログインQRコード」
を読み取りいただくことにより、「議決権行使コード」及び「パスワード」が入力不要のスマートフォン
用議決権行使ウェブサイトから議決権を行使できます。
　なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合には、再度QRコードを読み取り、議決権行
使書用紙に記載の「議決権行使コード」及び「パスワード」を入力いただく必要があります。

インターネットによる議決権
行使に関するお問い合わせ フリーダイヤル 0120-652-031 （受付時間９：00～21：00）

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

　

以降は画面の入力案内にしたがって賛否をご入力ください。
※ インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取

り扱わせていただきます。
※ 書面（郵送）とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容

を有効とさせていただきます。

　
機関投資家の皆様へ
　議決権行使の方法として、株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただけます。

インターネットによる議決権行使のご案内

－ 6 －
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剰余金の処分の件、取締役（監査等委員であるものを除く。）３名選任の件

第１号議案 剰余金の処分の件

株主総会参考書類

　当社は、配当につきまして、安定的・継続的に行うべく、その実施について、当期の経営成績
及び今後の資金需要を勘案して総合的に決定することを基本方針としております。
　2022年12月期を初年度とする中期経営計画期間における配当性向の目標を40%以上といたし
ました。財務規律の維持と成長投資を両立させるため、子会社株式の売却益等の一過性の利益を
除く、継続事業からの利益を配当原資といたします。また株主の皆様の日頃のご支援に感謝の意
を表すとともに、引き続きのご支援を受け賜りたく、第68期の期末配当につきましては、普通
配当21円に特別配当110円を加えることといたし、期末配当は131円といたしたいと存じます。
これにより、中間配当金を加えた年間配当金は、１株につき152円となります。

（１）配当財産の種類
　金銭といたします。

（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金131円（うち普通配当21円、特別配当110円）といたしたいと
存じます。
　なお、この場合の配当総額は、4,671,136,561円となります。

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
　2023年３月24日といたしたいと存じます。

第２号議案 取締役（監査等委員であるものを除く。）３名選任の件
　取締役（監査等委員であるものを除く。）全員（３名）は、本定時株主総会終結の時をもって
任期満了となります。つきましては、３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、取締役会の監督と執行のあり方や今後
の方向性、取締役候補者の業務執行状況等について代表取締役と意見交換を行ったうえで、取締
役の選任について検討いたしました。その結果、取締役会の構成、各候補者の専門知識、経験や
業績等を踏まえ、本議案で提案されている者を候補者とすることに異論はないとの結論に至りま
した。また、取締役候補者の選定にあたっては、独立社外取締役で構成された指名・報酬委員会
からの答申を経ております。
　取締役候補者は次のとおりであります。

－ 7 －
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剰余金の処分の件、取締役（監査等委員であるものを除く。）３名選任の件

候補者番号

１
　

い わ

岩
 

　
き り

切
 

　
りゅう

隆
 

　
き ち

吉
再任

　
（1978年４月16日生　44歳）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    2001年    4 月 (株)エフアンドエム　入社
    2003年    9 月 (株)オプト（現(株)デジタルホールディングス）入社
    2011年    3 月 (株)オプト（現(株)デジタルホールディングス）

取締役
    2014年    3 月 データアーティスト(株)　取締役
    2014年    6 月 OPT SEA Pte., Ltd.　ＣＥＯ
    2018年    6 月 当社　代表取締役社長ＣＥＯ

（現 代表取締役ＣＥＯ）（現任）
    2018年    6 月 エヌエスパートナーズ(株)　取締役
    2018年    6 月 ＧｅｎｅＴｅｃｈ(株)　取締役
    2018年    6 月 フィード(株)　取締役
    2018年    6 月 ＮＫメディコ(株)（現(株)プリメディカ）　取締役
    2018年    6 月 (株)ハルメクホールディングス　取締役
    2018年    6 月 (株)日本再生医療　取締役
    2018年    7 月 テイボー(株)　取締役（現任）
    2018年    7 月 日本共済(株)　取締役
    2018年    7 月 健康年齢少額短期保険(株)　取締役
    2018年    11月 (株)デンタルホールディング　取締役
    2020年    4 月 AlphaTheta(株)　取締役（現任）
    2021年    5 月 PEAG, LLC dba JLab Audio　取締役（現任）
    2021年    11月 JLab Japan(株) 取締役(現任)

●取締役在任期間 ４年９か月
●所有する当社の株式 45,557株
●2022年度における

取締役会への出席状況 17／17回　

取締役候補者とする理由

　岩切隆吉氏は、国内外の事業会社の取締役等を歴任して培われた見識を活かし、当社代表取締役CEOに就
任以来、グループ全体の経営を統括しております。
　就任以来掲げてきた「No.1/Only1を創造し続ける事業グループ」というビジョンのもと、事業ポートフォ
リオ再編に取り組み、新型コロナウイルス感染症等の影響により経営環境の不透明さが増した中において
も、リスクに強く成長性の高い事業体への変革を推進して参りました。
　これらの実績とリーダーシップを考慮し、また、当社グループの持続的な企業価値向上を期待して、引き
続き取締役候補者といたしました。

－ 8 －
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剰余金の処分の件、取締役（監査等委員であるものを除く。）３名選任の件

候補者番号

2
　

よ こ

横
 

　
ば り

張
 

　
りょう

亮
 

　
す け

輔
再任

　
（1990年３月３日生　33歳）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    2010年    11月 公認会計士試験合格
    2012年    4 月 (株)エスネットワークス　入社
    2016年    12月 公認会計士登録
    2020年    1 月 当社　執行役員
    2020年    3 月 ＮＫメディコ(株)（現 (株)プリメディカ）　取締役
    2020年    4 月 当社　執行役員ＣＦＯ
    2020年    4 月 AlphaTheta(株)　取締役（現任）
    2020年    6 月 ＧｅｎｅＴｅｃｈ(株)　取締役
    2020年    6 月 テイボー(株)　取締役（現任）
    2021年    3 月 当社　取締役ＣＦＯ（現任）
    2021年    5 月 PEAG, LLC dba JLab Audio　取締役（現任）
    2021年    11月 JLab Japan(株) 取締役(現任)

●取締役在任期間 ２年
●所有する当社の株式 18,270株
●2022年度における

就任後に開催された
取締役会への出席状況 17／17回　

取締役候補者とする理由

　横張亮輔氏は、当社入社以来、財務・会計に関する経験・知見を活かし、事業ポートフォリオ再編をはじ
め、グループ経営の遂行に貢献して参りました。
　当社取締役CFOに就任後は、経営全般に携わり、財務戦略の立案と推進や、リスクマネジメント等、重要
な職責を担い、グループ各社事業の成長を支えております。
　これらの実績を考慮し、また、当社グループの持続的な企業価値向上を期待して、引き続き取締役候補者
といたしました。

－ 9 －
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剰余金の処分の件、取締役（監査等委員であるものを除く。）３名選任の件

候補者番号

3
　

お お

大
 

　
つ か

塚
 

　
 

あ
 

　
 

か
 

　
 

り
再任

　
社外

　
（1972年５月27日生　50歳）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1997年    4 月 司法研修所　入所（第51期）
    1999年    3 月 司法研修所　卒業
    1999年    4 月 弁護士登録（東京弁護士会）

　松尾綜合法律事務所　入所
    2017年    2 月 大塚法律事務所設立　代表
    2019年    6 月 当社　社外取締役（現任）
    2021年    6 月 OMM法律事務所　入所（現任）
    2021年    12月 (株)キューブ社外監査役（現任）
    2022年    5 月 (株)オープンストリームホールディングス

　社外監査役（現任）

●社外取締役在任期間 ３年９か月
●所有する当社の株式 10,365株
●2022年度における

取締役会への出席状況 17／17回　
重要な兼職の状況

OMM法律事務所　弁護士
　
社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要

　大塚あかり氏は、弁護士として企業法務に関する幅広い知識を有しており、その知識をもって当社の経営
に対し、幅広い視点からの助言や、業務執行に対する適切な監督及びガバナンス体制の強化に貢献していた
だいております。
　同氏は社外役員となること以外の方法で会社経営に直接関与された経験はありませんが、上記の理由によ
り、引き続き当社の経営を監督していただくことが企業価値の向上、及び監督機能の強化につながるものと
判断し、社外取締役候補者といたしました。

－ 10 －
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剰余金の処分の件、取締役（監査等委員であるものを除く。）３名選任の件

（注）１. 各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２. ＯＭＭ法律事務所は、大塚あかり氏の近親者が代表を務める法律事務所であり、当社の法律顧問であ

りますが、同氏は当社を担当しておりません。
３. 大塚あかり氏は、社外取締役候補者であります。
４. 当社は大塚あかり氏との間で、会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づき、同法第423条第

１項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度
額は、100万円又は法令が規定する額のいずれか高い額としており、大塚あかり氏の再任が承認され
た場合は、同氏との当該契約を継続する予定であります。

５. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担する職務の執行に関し
負うこととなる損害賠償責任又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる損害を当該
保険により填補することとしております。各候補者の再任が承認された場合、各候補者は当該保険契
約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しておりま
す。

６. 大塚あかり氏は現在、当社の社外取締役でありますが、その在任期間は本定時株主総会終結の時をも
って3年９か月となります。

－ 11 －
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監査等委員である取締役選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

候補者番号

１
　

お お

太
 

　
た

田
 

　
あ き

晶
 

　
ひ さ

久
再任

　
社外

　
独立

　
（1973年１月30日生　50歳）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    2001年    10月 監査法人トーマツ

(現有限責任監査法人トーマツ)　入所
    2005年    4 月 公認会計士登録
    2007年    1 月 開成公認会計士共同事務所参画
    2007年    1 月 太田晶久公認会計士・税理士事務所設立　代表

（現任）
    2007年    2 月 税理士登録
    2010年    6 月 サンセイ(株)　監査役（現任）
    2014年    6 月 (株)全国通販　監査役
    2015年    6 月 当社　社外取締役　監査等委員（現任）
    2021年    1 月 (株)Lcode　監査役（現任）
    2022年    7 月 監査法人つむぐ　社員（現任）

●取締役在任期間 ７年９か月
●所有する当社の株式 －株
●2022年度における

取締役会への出席状況
監査等委員会への出席状況

17／17回
9／9回

　
重要な兼職の状況

サンセイ(株)　監査役、太田晶久公認会計士・税理士事務所　代表、(株)Lcode　監査役
　社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要
　太田晶久氏は、公認会計士及び税理士として財務、会計及び税務に精通し、上場会社を含めた複数の会社
での監査役の経験があり、経営に関する高い見識を有しております。同氏は社外役員となること以外の方法
で会社経営に直接関与された経験はありませんが、これまでの経験及び経営に関する豊富な知識を活かし監
査等委員会委員長を務めており、監査等委員である社外取締役としての職務を適切に遂行いただいているこ
とから、引き続き社外取締役候補者といたしました。

　監査等委員である取締役全員（３名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりま
す。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

－ 12 －
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監査等委員である取締役選任の件

候補者番号

２
　

い

伊
ば

庭
の

野
 

　
も と

基
 

　
あ き

明
再任

　
社外

　
独立

　
（1951年６月13日生　71歳）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1974年    4 月 日本アイ・ビー・エム(株)　入社
    1988年    4 月 (株)リクルート　取締役
    1993年    4 月 RECRUIT U.S.A., INC. President
    2004年    4 月 (株)ピースマインド　社外取締役（現任)
    2005年    2 月 慶應義塾大学デジタルメディア・コンテンツ統合研究

機構（NewYork,USA） 特別教授
    2009年    4 月 M's Holding International Corporation(株)

代表取締役社長（現任)
    2012年    6 月 財団法人高度映像情報センター（現（一般）AVCC）　

理事（現任)
    2012年    6 月 当社　監査役
    2012年    7 月 ＮＫメディコ(株) (現(株)プリメディカ)　監査役
    2015年    6 月 当社　社外取締役　監査等委員（現任）

●取締役在任期間 ７年９か月
●所有する当社の株式 3,200株
●2022年度における

取締役会への出席状況
監査等委員会への出席状況

17／17回
9／9回

　
重要な兼職の状況

M's Holding International Corporation(株)　代表取締役社長
　
社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要

　伊庭野基明氏は、長年にわたり海外及び国内において企業経営者として高い実績をあげており、経営者と
しての経験に基づく事業活動や経営全般に関する幅広い知見を有しております。2015年6月から当社監査等
委員である社外取締役就任後は、これまでの経験及び経営に関する豊富な知識を活かし、客観的な見地に基
づき適切な監査を遂行していただいていることから、引き続き社外取締役候補者といたしました。

－ 13 －
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監査等委員である取締役選任の件

候補者番号

３
　

た か

髙
 

　
だ

田
 

　
 

　
 

　
つよし

剛
再任

　
社外

　
独立

　
（1972年７月28日生　50歳）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    2000年    4 月 弁護士登録
    2007年    5 月 (株)マルエツ　社外監査役（現任）
    2015年    6 月 東プレ(株)　社外取締役（現任）
    2016年    1 月 和田倉門法律事務所 パートナー弁護士（現任）
    2020年    3 月 (株)見果てぬ夢（現 (株)IP Dream)　社外取締役

（現任）
    2021年    3 月 当社　社外取締役　監査等委員（現任）
    2022年    6 月 (株)オープンドア　社外取締役（現任）

●取締役在任期間 ２年
●所有する当社の株式 －株
●2022年度における

取締役会への出席状況
監査等委員会への出席状況

17／17回
9／9回

　
重要な兼職の状況

和田倉門法律事務所　パートナー弁護士

社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要

　髙田剛氏は、弁護士としての長年の豊富な実務経験・専門性を有しており、2021年度に当社の社外取締役
（監査等委員）就任した後は、当社指名・報酬委員会において社外有識者委員として出席し、その知識をも
って当社の経営に対し、幅広い視点からの助言や、業務執行に対する適切な監督及びガバナンス体制の強化
に貢献していただいております。同氏は、上場企業の社外取締役を務められるなど会社経営全般についても
十分な見識を有しており、客観的な見地に基づき適切な監査を遂行していただけるものと判断いたしました
ことから、引き続き社外取締役候補者といたしました。

－ 14 －
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監査等委員である取締役選任の件

（注）１. 各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２. 太田晶久氏、伊庭野基明氏及び髙田剛氏は、社外取締役候補者であります。
３. 太田晶久氏、伊庭野基明氏及び髙田剛氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出て

おります。本議案をご承認いただいた場合には、３氏を、引き続き独立役員として同証券取引所に届
け出る予定であります。

４. 当社は太田晶久氏、伊庭野基明氏及び髙田剛氏との間で、会社法第427条第１項及び当社定款の規定
に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。当該契約に
基づく損害賠償責任の限度額は、100万円又は法令が規定する額のいずれか高い額としております。
また、本議案をご承認いただいた場合には、当社は太田晶久氏、伊庭野基明氏及び髙田剛氏との当該
契約を継続する予定であります。

５. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担する職務の執行に関し
負うこととなる損害賠償責任又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる損害を当該
保険により填補することとしております。各候補者は当該保険契約の被保険者に含められることとな
ります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

６. 太田晶久氏、伊庭野基明氏及び髙田剛氏は現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、
太田晶久氏及び伊庭野基明氏その在任期間は本定時株主総会終結の時をもって７年９か月、髙田剛氏
は２年であります。

－ 15 －
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補欠の監査等委員である取締役選任の件

第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

か

加
 

　
と う

藤
 

　
ま さ

正
 

　
の り

憲 社外
　

独立
　

（1971年２月15日生　52歳）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
    1995年    10月 太田昭和監査法人（現 EY新日本有限責任監査法人）入所
    2003年    2 月 (株)KPMG FAS　入社
    2012年    10月 加藤公認会計士事務所　開設
    2014年    10月 エムケーアソシエイツ合同会社　代表社員（現任）
    2019年    6 月 (株)ナカヨ　監査役
    2019年    6 月 (株)廣済堂(現 (株)広済堂ホールディングス）　監査役（現任）
    2020年    6 月 (株)ナカヨ　取締役（監査等委員）（現任）
    2021年    3 月 当社　監査等委員（補欠）（現任）
    2022年    10月 (株)三ッ星　取締役（監査等委員）（現任）

●所有する当社の株式 －株
　
補欠の監査等委員である社外取締役候補者とする理由及び期待される役割の概要

　加藤正憲氏は、公認会計士として財務・会計等に関する幅広い知識を有しており、その知識等を当社の監
査体制に活かしていただけると判断し、補欠の監査等委員である社外取締役候補者といたしました。

　法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠の監査等
委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案における選任の効力につきましては、就任前に限り、監査等委員会の同意を得
て、取締役会の決議により、その選任を取り消すことができるものとさせていただきます。
　また、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。
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2023/02/22 20:32:24 / 22941489_ノーリツ鋼機株式会社_招集通知_電子提供措置用

補欠の監査等委員である取締役選任の件

（注）１. 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 加藤正憲氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
３. 加藤正憲氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員要件を満たしており、同氏が監査等委員であ

る取締役に就任した場合には、同氏を独立役員として、同証券取引所に届け出る予定であります。
４. 加藤正憲氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、当社は同氏との間で、会社法第427条第

１項及び当社定款の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結す
る予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、100万円又は法令が規定する額のい
ずれか高い額としております。

５. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担する職務の執行に関し
負うこととなる損害賠償責任又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる損害を当該
保険により填補することとしております。加藤正憲氏が監査等委員である取締役に就任した場合に
は、同氏は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

以上
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スキルマトリックス

氏名 現在の当社に
おける地位

企業経営
(CEO経験) 財務／会計

エンジニアリン
グ/テクノロジ

ー/DX※１

マーケティン
グ/グローバル

ビジネス

法務/リスク
マネジメン

ト

主な資格/
研究等

岩切　隆吉 代表取締役
CEO ◯ ◯ ◯

横張　亮輔 取締役
CFO ◯ 公認会計士

大塚　あかり 社外取締役 ◯ 弁護士

太田　晶久 社外取締役
監査等委員 ◯ 公認会計士

税理士

伊庭野　基明 社外取締役
監査等委員 ◯ ◯

髙田　剛 社外取締役
監査等委員 ◯

弁護士
指名報酬に関す
る研究・発表

（ご参考）
第２号議案及び第３号議案が承認された場合の取締役スキルマトリックス

※１デジタルトランスフォーメーションの略
※上記一覧表は、各人の有するすべての知見や経験を表すものではありません。
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会計基準について、事業の経過及びその成果

事 業 報 告
(2022年  1月  1日から

2022年12月31日まで )
１．　企業集団の現況に関する事項

　当社グループは、資本市場における財務諸表の国際的な比較可能性の向上、及びグループ内で
の会計処理の統一などを目的とし、2016年３月期から従来の日本基準に替えて国際会計基準
（以下「IFRS」という。）を任意適用しております。
　またIFRSでは、既に処分されたか又は売却目的保有に分類された事業について、非継続事業
として区分することとされております。そのため、当連結会計年度及び前連結会計年度の「売上
収益」、「営業利益」及び「税引前当期利益」には、非継続事業を差し引いた継続事業から生じ
た金額を表示しております。

前連結会計年度
(自  2021年 １月１日
至  2021年12月31日)

当連結会計年度
(自  2022年 １月１日
至  2022年12月31日)

前期比(％)

売上収益 54,481 73,515 19,034 34.9

事業EBITDA 10,739 11,367 628 5.8

営業利益 6,068 1,262 △4,806 △79.2

税引前当期利益 5,315 3,944 △1,370 △25.8

親会社の所有者に帰属する
当期利益

5,115 101,548 96,433 －

基本的１株当たり当期利益（円） 143.58 2,848.36 2,704.78 －

（１）事業の経過及びその成果
　当連結会計年度における事業の状況は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

（注）事業EBITDA＝営業利益±その他の収益・費用＋減価償却費及び償却費（使用権資産の減価償却費を除く）

（売上収益）
　2021年５月に「音響機器関連」事業にＪＬａｂが加入したこと、またDJ機器については欧米
の需要回復により増収となったこと、「部品・材料」事業においても引き続きＭＩＭ事業の顧客
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会計基準について、事業の経過及びその成果

の生産調整等のマイナス影響を受けているものの、ペン先事業においては順調に販売が伸びたこ
とにより増収となり、売上収益は735億15百万円（前期比34.9％増）となりました。

（事業EBITDA)
　主として部材の調達コストや、原油の高騰等による光熱費が前期に比較し増加したこと、また
欧州における関税区分の指導通知を受け、追加の関税費用を保守的に３年分見積ったため原価率
が悪化しました。また、将来のための投資（研究開発、生産体制の強化等）はおおむね予定通り
に実行しており、その結果事業EBITDAは113億67百万円（前期比5.8％増）となり、増収によ
る影響は限定的なものにとどまりました。

－ 20 －
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会計基準について、事業の経過及びその成果

前連結会計年度
(自　2021年１月１日
至　2021年12月31日)

当連結会計年度
(自　2022年１月１日
至　2022年12月31日)

前期比

売上
収益

事業
EBITDA

事業
EBITDA
マージン
（％）

売上
収益

事業
EBITDA

事業
EBITDA
マージン
（％）

売上
収益

事業
EBITDA

事業
EBITDA
マージン
（pt）

ものづくり 部品・材料 12,282 4,185 34.1 12,717 3,718 29.2 434 △466 △4.8
音響機器関連 41,107 7,076 17.2 59,516 8,234 13.8 18,408 1,158 △3.4

合計 53,390 11,261 21.1 72,233 11,953 16.5 18,842 691 △4.5
その他 1,090 273 25.0 1,282 272 21.3 191 △0 △3.8
全社費用 － △795 － － △858 － － △63 －

（営業利益）
　非金融資産の減損テストにおいて、米国金利上昇などに伴い、ＪＬａｂの株式価値の計算過程
に用いる割引率が大きく上昇しました。ＪＬａｂは、輸送リードタイムの長期化や輸送コストの
高騰などの外部要因がある中でも、米国市場において前年対比＋６％*1、米国外の市場では＋
46％の成長をしており、コスト削減等にも取り組んでおりますが、主に割引率の上昇を受け、
59億円の減損損失をその他の費用に計上し、営業利益は12億62百万円（前期比79.2％減）とな
りました。
*1 出典：NPD Group, Inc。米国におけるトゥルーワイヤレスイヤホンのカテゴリにおける販売金額の対前期成長率

（親会社の所有者に帰属する当期利益）
　ＪＭＤＣの株式の一部を譲渡したことにより、その売却益や再評価に関連する収益と関連する
税金費用を非継続事業からの当期利益に974億22百万円計上しました。また、主に外貨建ての金
融資産の為替相場が大きく有利に働いたことによる金融収益を64億52百万円計上し、持分法投
資の株価の市場価格の下落による減損損失相当の持分法投資損失を20億64百万円計上しまし
た。それらの結果、親会社の所有者に帰属する当期利益は1,015億48百万円（前期は51億15百
万円）となりました。

　セグメント別の経営成績は、以下のとおりであります。
　各セグメント別の売上収益は外部顧客への売上収益を記載しており、また、セグメント利益を
表す事業EBITDAは営業利益±その他の収益・費用＋減価償却費及び償却費（使用権資産の減価
償却費を除く）の計算式で算出しております。

(単位：百万円)

－ 21 －
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会計基準について、事業の経過及びその成果

ものづくり（部品・材料）
　部品・材料事業においては、ＭＩＭについては販売先の在庫調整などの影響を受け前年対比
が横ばいとなったものの、筆記においては堅調に販売は進捗し、増収となりました。しかし、
物流コストの増加、原油高騰等に伴う電力料金及び原材料の価格上昇などの外部環境の変化を
受け、一部販売価格の見直しを開始し、売上収益は127億17百万円（前期比3.5％増）と増加
したものの、事業EBITDAは37億18百万円（前期比11.1％減）と前期と比べ４億66百万円の
減益となりました。

ものづくり（音響機器関連）
　音響機器関連事業においては、2021年５月にＪＬａｂがグループに加入したこと、また
AlphaTheta株式会社においても強い需要に支えられ増収となりましたが、足元回復基調では
ありますが期初からの世界的な物流の混乱の影響や半導体不足等による調達難からマージンが
低下していることに加え、欧州の関税区分の指導通知を受け、追加の関税費用を保守的に見積
ったことなどにより、売上収益は595億16百万円（前期比44.8％増）、事業EBITDAは82億
34百万円（前期比16.4％増）と前期と比べ11億58百万円の増益となりました。

その他
　その他の事業は、売上収益は12億82百万円（前期比17.6％増）、事業EBITDAは２億72百万
円（前期比0.1％減）と前期と比べほぼ横ばいとなりました。

－ 22 －
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設備投資等の状況、資金調達の状況、重要な組織再編等の状況、対処すべき課題、財産及び損益の状況の推移、重要な親会社及び子会社等の状況

（２）設備投資等の状況
　当連結会計年度の設備投資の総額は18億92百万円となりました。これは主に、テイボー株式
会社の生産能力増強に伴う設備投資、AlphaTheta株式会社のソフトウェアの構築によるもので
あります。

（３）資金調達の状況
　該当事項はございません。

（４）重要な組織再編等の状況
2022年2月に子会社であった株式会社JMDCの当社の保有する一部株式を譲渡し、株式会社

JMDCおよびその子会社を連結の範囲から除外いたしました。

（５）対処すべき課題
　当社グループの事業領域は「ものづくり」における、「部品・材料」及び「音響機器関連」事
業であります。これらをコア事業と定め、収益力を高め、継続的な成長を目指します。

　中長期的には、以下の基本戦略に沿って連続的成長と非連続的成長のバランスを重視しつつ、
経営基盤を構築していきます。

［グループ経営の基本戦略］
・コア事業のシェアと収益力の向上
・非連続的成長に向けた、デジタル技術の事業領域横断的な活用
・成長投資と財務体質強化を両立させるリスクコントロール

［ものづくり分野の事業における課題］
・素材開発技術を用いたペン先部材・コスメ部材・金属部材等の収益力拡大の継続
・音楽・エンターテイメント向け音響・機器事業の収益力拡大の継続
・研究開発やアライアンスによる保有技術の新分野への展開

－ 23 －
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設備投資等の状況、資金調達の状況、重要な組織再編等の状況、対処すべき課題、財産及び損益の状況の推移、重要な親会社及び子会社等の状況

　2022年２月には、新たに中期経営計画FY25を策定しました。基盤領域における更なる収益力
の強化と、新たな成長領域における事業の育成と拡大に経営資源を集中し、当社グループの業績
向上に邁進してまいります。また成長投資資金は確保しつつ業績に応じた株主還元を行ってまい
ります。

　株主の皆様におかれましては、より一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。

第65期
（2020年３月期）

第66期
（2020年12月期）

第67期
（2021年12月期）

第68期(当期)
（2022年12月期）

売 上 収 益 (百万円) 26,147 41,148 54,481 73,515
税 引 前 当 期 利 益 (百万円) 599 2,574 5,315 3,944
親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る
当 期 利 益 (百万円) 1,289 9,893 5,115 101,548

基 本 的 １ 株 当 た り 当 期 利 益 (円) 36.22 277.80 143.58 2,848.36

資 産 合 計 (百万円) 160,308 236,660 264,141 307,257
資 本 合 計 (百万円) 83,833 119,183 126,736 192,869

（６）財産及び損益の状況の推移

（注）１. 第61期（2016年３月期）よりIFRSを適用して連結計算書類を作成しております。
２. 第66期に実施した非継続事業への分類に関する組替は、第65期にのみ反映しております。
３. 第68期に実施した非継続事業への分類に関する組替は、第67期にのみ反映しております。

会　社　名 資　本　金 当社の出資
比率(％) 主要な事業内容

テイボー株式会社 50百万円 100.00 ペン先部材・コスメ部材・金属部材等の製造
販売

AlphaTheta株式会社 100百万円 99.90
DJ/CLUB機器、業務用音響機器、音楽制作
機器の商品開発・設計・及び販売、並びにそ
れらのサービスに関する事業

PEAG, LLC dba JLab 
Audio 2,928百万円 100.00（※） パーソナルオーディオデバイス及びテクノロ

ジー製品の設計及び販売

（７）重要な親会社及び子会社等の状況（2022年12月31日現在）
　　重要な親会社はありません。

　当社の当事業年度末における子会社等は13社（海外7社、国内6社）であり、そのうち重要
な子会社等は次のとおりであります。

（注）１. 2022年2月に子会社であった株式会社JMDCの当社の保有する一部株式を譲渡し、連結の範囲から除
　　　　 外いたしました。
　　　２. 当社の出資比率欄の※印は、間接保有を含んでおります。
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主要な事業内容、主要な営業所及び工場

（８）主要な事業内容（2022年12月31日現在）
　当社グループは、素材開発技術を用いた部材等及び音響機器の研究開発・生産及び販売・サー
ビス等を行うものづくり事業を主な事業として営んでおります。
　当該事業におけるセグメントとの関連は、次のとおりであります。
 (1)ものづくり（部品・材料）
　ペン先部材・コスメ部材・金属部材等の研究開発・生産に関する主要な関係会社
　　・テイボー株式会社
　　・株式会社soliton corporation
(2)ものづくり（音響機器関連）
　音響機器の研究開発・製造販売、サービスの提供に関する主要な関係会社
　　・AlphaTheta株式会社
　　・PEAG, LLC dba JLab Audio
(3)その他
　　・株式会社プリメディカ

本 社 東 京 都 港 区

テ イ ボ ー 株 式 会 社 静 岡 県 浜 松 市
A l p h a T h e t a 株 式 会 社 神 奈 川 県 横 浜 市
PEAG, LLC dba JLab Audio 米国カリフォルニア州

（９）主要な営業所及び工場（2022年12月31日現在）
①　当社の主要拠点

②　子会社等の主要拠点
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従業員の状況、主要な借入先及び借入額

従業員数 前連結会計年度末比増減
1,184名 892名減

セグメント区分 従業員数
ものづくり（部品・材料） 599名
ものづくり（音響機器関連） 528名
その他 40名
全社（共通） 17名

合　計 1,184名

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
17名 2名減 40.2歳 2.6年

（10）従業員の状況（2022年12月31日現在）
①　企業集団の従業員数

（注）１. 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ
への出向者を含む）であります。

２. 従業員数には、臨時従業員は含んでおりません。
３. 株式会社JMDCの株式の一部を譲渡し、連結範囲から除外したことにより、955名減少いたしまし

た。

②　当社の従業員数

（注）１. 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）でありま
す。

２. 従業員数には、海外現地採用従業員及び臨時従業員は含んでおりません。
３. 平均年齢及び平均勤続年数は、小数第１位未満を切り捨てて表示しております。

借入先 借入金残高
株式会社三井住友銀行 28,185
株式会社みずほ銀行 15,260
三井住友信託銀行株式会社 2,565
株式会社静岡銀行 1,288
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 1,282

合　計 48,580

（11）主要な借入先及び借入額（2022年12月31日現在）
（単位：百万円）
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（１）発行可能株式総数 64,000,000株
（２）発行済株式の総数 36,190,872株
（３）株主数 16,656名

株　　主　　名 持株数(株) 持株比率

株式会社サンクプランニング 15,019,200 42.12％

西　本　　佳　代 2,401,700 6.73％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,249,500 6.30％

MSIP CLIENT SECURITIES 776,330 2.17％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 645,200 1.80％

UBS AG LONDON A/CIPB SEGREGATED CLIENT ACCOUNT 641,009 1.79％

THE BANK OF NEW YORK 133652 607,200 1.70％

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140051 549,200 1.54％

株式会社三井住友銀行 540,800 1.51％

ナティクシス日本証券株式会社ＢＮＹＭ 450,000 1.26％

２．　会社の株式に関する事項（2022年12月31日現在）

（４）大株主（上位10名）

（注）１. 持株比率は、自己株式（533,341株）を控除して算出しております。
２. 持株比率は、小数第２位未満を切り捨てて表示しております。
３. 当社は、自己株式を533,341株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
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株式数 交付対象者数
社外取締役と監査等委員を除く取締役 23,625株 2名
監査等委員を除く社外取締役 － －
監査等委員である取締役 － －

（５）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
　当事業年度中に交付した株式報酬の内容は以下のとおりです。

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告「４．（４）b.各報酬類型の概要と割合の目安」及
び「４．（５）当事業年度に係る取締役の報酬等の額」に記載しております。

（６）その他株式に関する重要な事項
　該当する事項はございません。

新株予約権の総数 5,428個

新株予約権の目的である
株式の種類と数

普通株式　542,800株
（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり1,600円
新株予約権の払込期日 2019年４月５日

新株予約権の行使に際し
て出資される財産の価額 １株につき2,417円

新株予約権の行使期間 2023年７月１日から2029年３月31日まで

新株予約権の行使により
株式を発行する場合にお
ける増加する資本金及び
資本準備金

１. 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格
本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価格は、行使請求
に係る各本新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の総額に、行使請求に
係る各本新株予約権の発行価額の総額を加えた額を、別記「新株予約権の目的
である株式の数」欄記載の対象株式数で除した額とする。

２. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本
準備金
本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本
金の額は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資本金等増加
限度額の２分の１の金額とし(計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその
端数を切り上げた額とする。)、当該資本金等増加限度額から増加する資本金
の額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。

３．　会社の新株予約権等に関する事項（2022年12月31日現在）
その他新株予約権等の状況
　2019年３月20日開催の取締役会決議に基づき発行した第３回新株予約権
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新株予約権の行使の条件

１. 本新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)は、2021
年12月期及び2022年12月期の２事業年度における事業EBITDAの金額がいず
れも90億円を超過している場合に限り本新株予約権を行使することができる
ものとする。
なお、上記の判定に用いる事業EBITDAは、当社の有価証券報告書に記載さ
れた連結損益計算書における「営業利益」の額に対して「その他の収益」を減
算し「その他の費用」を加算することで事業利益を算定し、これに連結キャッ
シュ・フロー計算書における「減価償却費及び償却費」を加算することにより
算出された金額をいうものとし、連結財務諸表を作成していない場合、それぞ
れ損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書を参照するものとする。また、
IFRS第16号の適用により生じた「減価償却費及び償却費」は事業EBITDAの
計算における「減価償却費及び償却費」に含まれないものとし、その他、適用
される会計基準の変更等の理由により参照すべき項目の概念に重要な変更があ
った場合には、別途参照すべき指標を取締役会で定めるものとする。

２. 新株予約権者は、本新株予約権の上記１．の条件の達成時及び本新株予約権の
権利行使時においては、当社または当社関係会社の取締役または従業員である
ことを要しないものとする。ただし、新株予約権者が解任または懲戒解雇され
た場合など、新株予約権者が本新株予約権を行使することが適切でないと当社
取締役会が判断したときには、本新株予約権を行使できないものとする。

３. 新株予約権者に相続が発生した場合、新株予約権者の法定相続人（ただし、法
定相続人が複数いる場合には、遺産分割または法定相続人全員の合意により新
株予約権を取得すると定められた１名に限られる。）は、行使期間において、
当該本新株予約権を行使することができるものとする。

４. 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行
可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うこ
とはできない。

５. 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
割当先 当社取締役　１名
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氏　　　名 地位及び担当 重要な兼職の状況

岩 切 隆 吉 代表取締役ＣＥＯ

横 張 亮 輔 取締役ＣＦＯ

大 塚 あ か り 取締役 OMM法律事務所 弁護士

太 田 晶 久 取締役
(監査等委員)

太田晶久公認会計士・税理士事務所 代表
サンセイ株式会社 監査役
(株)Lcode 監査役

伊庭野　基　明 取締役
(監査等委員) M's Holding International Corporation(株) 代表取締役社長

髙 田 　 剛 取締役
(監査等委員) 和田倉門法律事務所 パートナー弁護士

４．　会社役員に関する事項
（１）取締役の氏名等（2022年12月31日現在）

（注）１. 取締役 大塚あかり、太田晶久、伊庭野基明及び髙田剛の４氏は、社外取締役であります。
２. 当社グループは、ホールディングス体制を採用しており、傘下の各事業会社においては各事業会社に

設置された監査等委員又は監査役が監査を行っております。当社の監査等委員会は、ホールディング
スの監査室及び各事業会社の監査等委員又は監査役と連携することで、当社グループの内部統制シス
テムを通じ十分な監査業務を遂行できる環境が整備されているため、常勤の監査等委員を選定してお
りません。

３. 取締役 太田晶久、伊庭野基明及び髙田剛の３氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指
定し、同証券取引所に届け出ております。

４. 取締役 太田晶久氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し
ております。

（２）責任限定契約の内容の概要
　当社は社外取締役と、会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づき、同法第423条第１
項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、100万円又は法令が規定する額のいずれか高い額としております。
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（３）役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締
結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び当社子会社（個別加入している子会
社及びその傘下を除く）の取締役、執行役員及び管理職の従業員であり、被保険者は保険料を負
担しておりません。当該保険契約により被保険者のその地位に基づいて行った行為（不作為行為
も含む）に起因して、株主や取引先等の第三者から損害賠償請求された場合の損害が補償される
ことになります。

（４）役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社の役員の報酬については、2015年６月29日開催の定時株主総会において、取締役（監査
等委員を除く）については総額年250百万円以内、監査等委員である取締役については総額年20
百万円以内と定めております。なお当該株主総会終結時点の取締役の員数は、６名（うち、監査
等委員である取締役は３名）です。
　取締役（監査等委員を除く）の報酬額については、報酬枠の範囲内で、指名・報酬委員会への
諮問を受け、取締役会の決議により種類別の報酬総額を決定します。取締役会は、当事業年度に
係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決
定方針と整合していることや、指名・報酬委員会からの答申が尊重されていることを確認してお
り、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

a.報酬の基本方針及び構成
　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下において同じ。）の報酬は、企業価値
の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系
とすること、及び個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とするこ
とを基本方針としています。
　具体的には、報酬の構成は、固定報酬としての「基本報酬」、業績連動報酬等としての「賞
与」、非金銭報酬等としての「株式報酬」により構成し、報酬水準及び構成比率は、当社と同
程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業をベンチマークとし、指名・報酬委員会に
おける検討を経て決定します。
　なお、経営監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払い
ます。

b.各報酬類型の概要と割合の目安
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　「基本報酬」は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業
績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定します。
　「賞与」は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるための短期インセンティブとし
て機能する業績連動報酬であり、各事業年度の業績が確定した時点で、会社の営業成績及び業
績等への貢献度を評価し、支給額を決定します。会社の業績評価にあたっては、事業EBITDA
の目標達成率を60％、親会社の所有者に帰属する当期利益の目標達成率を40％の割合で勘案
します。賞与支給額は、基本報酬の年額の20％程度を基準額に設定し、目標達成度合い及び
個人別の評価により基準額の0％から200％の範囲で支給金額を決定します。

　「株式報酬」は、付与後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総
会の終結の時までを役務提供期間とし、当該役務提供期間の満了前に取締役を退任したときは
原則として付与にかかる株式の全部又は一部を当社が無償取得する旨、及び在任中の譲渡を禁
止する旨を定めた譲渡制限付株式とします。毎年一定の時期に、年額80百万円以内、かつ年
100,000株を上限として、役職に応じて基本報酬の年額の40％から60％程度を目安に付与し
ます。

c.報酬額の決定手続
　取締役の個人別の基本報酬の額及び賞与支給額については、株主総会の決議によって設定さ
れた報酬枠の範囲内で、代表取締役ＣＥＯ岩切隆吉にその決定を委任します。ただし、代表取
締役ＣＥＯにより当該権限が適切に行使されるようにするため、代表取締役ＣＥＯは、３名以
上の社外取締役により構成される指名・報酬委員会に原案を諮問し、その答申の内容に従って
決定をしなければならないものとします。なお、株式報酬は、指名・報酬委員会の答申を踏ま
え、取締役会で取締役個人別の割当株式数を決議します。

d.その他
　上記のほか、中長期的な当社の業績拡大及び企業価値の増大を目指すにあたり、より一層意
欲及び士気を向上させ、株主重視の経営意識を高めること等を目的として、「基本報酬」及び
「賞与」と「株式報酬」とは別に事業EBITDAを基準とした業績連動型有償ストックオプショ
ンを取締役（社外取締役を除く）に対し発行しております。
　なお、役員退職慰労金制度については、2005年６月29日開催の第50期定時株主総会の日を
もって廃止いたしました。
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区　分 報酬等の金額
（百万円）

報酬等の種類別の金額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 賞与
譲渡制限付
株式報酬

（非金銭報酬等）
取締役 219 133 31 54 3

（うち社外取締役） 5 5 － － 1
取締役

（監査等委員） 19 19 － － 3

（うち社外取締役） 19 19 － － 3

合　計 239 152 31 54 6
（うち社外役員） 24 24 － － 4

（５）当事業年度に係る取締役の報酬等の額

（注）１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．賞与は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるための短期インセンティブとして機能する業

績連動報酬であり、各事業年度の業績が確定した時点で、会社の営業成績及び業績等への貢献度を評
価し、支給額を決定します。会社の業績評価にあたっては、事業EBITDAの目標達成率を60%、親会
社の所有者に帰属する当期利益の目標達成率を40%の割合で勘案します。

３．譲渡制限付株式報酬は会社法施行規則第98条５第３号の定める非金銭報酬等に該当します。
４．取締役会は、代表取締役CEO岩切隆吉氏に対し各取締役の基本報酬の額の決定を委任しておりま

す。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の評価を行うには代表取締役が適して
いると判断したためであります。かかる委任権限が適切に行使されるように社外取締役を主要な構成
員とする指名・報酬委員会を設置し、取締役の個人別の報酬の額の相当性について審議しておりま
す。
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（６）社外役員に関する事項
①　重要な兼職先と当社との関係（2022年12月31日現在）

　取締役である大塚あかり氏は、OMM法律事務所弁護士であります。OMM法律事務所は当
社の法律顧問でありますが、同氏は当社を担当しておりません。
　監査等委員である取締役の太田晶久氏は、太田晶久公認会計士・税理士事務所代表、サンセ
イ株式会社監査役、株式会社Lcode監査役であります。当社と各兼職先との間には特別の利害
関係はありません。
　監査等委員である伊庭野基明氏は、M's Holding International Corporation株式会社代表
取締役社長であります。当社と兼職先との間には特別の利害関係はありません。
　監査等委員である髙田剛氏は、和田倉門法律事務所代表であります。当社と兼職先との間に
は特別の利害関係はありません。

②　当社は、会社法上の要件に加え独自の「社外取締役の独立性判断基準」（注）を制定してお
ります。その内容は以下のとおりであり、基準を満たす社外取締役を独立役員として東京証券
取引所に届け出をしております。

（注）「社外取締役の独立性判断基準」
当社における社外取締役が、以下に定める要件を満たすと判断される場合には、当社に対し十分な
独立性を有するものと判断する。

ⅰ　本人又は近親者が、現在又は過去３年間において以下に掲げる者に該当しないこと。
1．当社の大株主（議決権所有割合10％以上の株主）又はその業務執行者（業務執行取締役及び

執行役並びに執行役員等の重要な使用人をいう。以下同じ）
2．当社グループの主要な取引先（年間取引高が当社の直近事業年度の連結売上高の２％を超え

る者）、又はその業務執行者
3．当社グループを主要な取引先とする者（当社との年間取引高がその者の直近事業年度におけ

る連結売上高の２％を超える者）、又はその業務執行者
4．当社グループの資金調達において必要不可欠であり、代替性がない程度に依存している金融

機関その他の大口債権者、又はその業務執行者
5．当社グループから役員報酬以外に多額（過去３年間において連続する12ヶ月間の総額が 

1,200万円以上となる期間があること）の金銭その他財産を得ている法律専門家、会計専門
家、コンサルタントである個人、及び多額（直近３事業年度のうちいずれかの事業年度にお
いて総収入の５％又は2,000万円のいずれか大きい額以上）の財産を得ているこれらの団体に
所属する者
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会社役員に関する事項

氏　　名 出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

大　塚　あかり
（社外取締役）

当事業年度に開催された取締役会17回中17回に出席しております。主に法律関係の専
門的見地による幅広い視点から業務執行に対する適切な監督、助言等のための発言を行
っており、ガバナンス強化の為の役割を果たしております。

太　田　晶　久
（社外取締役
(監査等委員)）

当事業年度に開催された取締役会17回中17回に出席しております。主に公認会計士の
見地から、特に会計関係について取締役の職務執行に対する監督、助言等の役割を果た
しております。また、当事業年度において開催された監査等委員会9回中9回に出席
し、監査結果について意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

伊庭野　基　明
（社外取締役
(監査等委員)）

当事業年度に開催された取締役会17回中17回に出席しております。経営者としての豊
富な経験を活かして発言を行っており、特に事業活動や経営について監督、助言等の役
割を果たしております。また、当事業年度において開催された監査等委員会9回中9回
に出席し、監査結果について意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っておりま
す。

髙 　田 　　剛
（社外取締役
(監査等委員)）

当事業年度に開催された取締役会17回中17回に出席しております。主に法律関係の専
門的見地から発言を行っており、特に弁護士としての実務経験と高度な知見に基づいた
監督、助言等の役割を果たしております。また、当事業年度において開催された監査等
委員会9回中9回に出席し、監査結果について意見交換、監査に関する重要事項の協議
等を行っております。

6．当社グループから多額（過去３年間の平均で年間1,000万円以上）の寄付又は助成を受けてい
る者又はその業務執行者

7．当社グループとの間で、取締役又は監査役を相互に派遣している会社の業務執行者
8．上記１～７に該当する者が重要な者である場合において、その者の配偶者、二親等内の親

族、同居の親族もしくは生計を一にする者
ⅱ　当社の社外取締役としての通算の在任期間が10年を超えていないこと

③　当事業年度における主な活動状況

－ 35 －
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会計監査人の状況

①　当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 59百万円

133百万円

0百万円

５．　会計監査人の状況
（１）会計監査人の名称

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

（２）責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人との間で会社法第427条第１項に定める契約の締結は行っておりません。

（３）当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額

（注）１. 監査等委員会は、当事業年度において会計監査人が提出した監査計画並びに従前の監査実績及び
報酬実績の適正性等について確認した上で、報酬の算出根拠等を検証した結果、適切であると判
断したため、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

２. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんので、報酬等の額はこれらの合
計額を記載しております。

②　当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

（４）非監査業務の内容
当社及び当社子会社が受けたアドバイザリー費用

（５）解任又は不再任の決定の方針
　当社の監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当し、その解
任が相当であると認められる場合、会計監査人を解任いたします。
　また、上記の場合の他、会計監査人の適格性や独立性を害する事由の発生により、適正な監査
の遂行が困難であると認められる場合、監査等委員会は、会計監査人の解任又は不再任に関する
議案の内容を決定いたします。
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連結財政状態計算書

連 結 財 政 状 態 計 算 書

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流動資産

現 金 及 び 現 金 同 等 物

売上債権及びその他の債権

未 収 還 付 法 人 税 等

棚 卸 資 産

そ の 他 の 金 融 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

非流動資産

有 形 固 定 資 産

使 用 権 資 産

の れ ん

無 形 資 産

持分法で会計処理されている投資

退 職 給 付 に 係 る 資 産

そ の 他 の 金 融 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 非 流 動 資 産　

128,539

96,436

14,834

23

16,107

386

750

178,717

7,314

2,889

48,589

78,302

2,630

303

37,069

1,574

44　

流動負債 67,109
仕入債務及びその他の債務 6,296
借 入 金 18,995
契 約 負 債 208
リ ー ス 負 債 665
そ の 他 の 金 融 負 債 209
未 払 法 人 所 得 税 35,324
引 当 金 138
そ の 他 の 流 動 負 債 5,271

非流動負債 47,278
借 入 金 29,058
リ ー ス 負 債 2,359
繰 延 税 金 負 債 15,302
退 職 給 付 に 係 る 負 債 283
引 当 金 61
そ の 他 の 非 流 動 負 債 213
負 債 合 計 114,388

資 本 の 部
資 本 金 7,025
資 本 剰 余 金 41,411
利 益 剰 余 金 157,838
自 己 株 式 △1,119
その他の資本の構成要素 △12,636

親会社の所有者に帰属する持分 192,518
非 支 配 持 分 350
資 本 合 計 192,869

資 産 合 計 307,257 負 債 及 び 資 本 合 計 307,257

2022年12月31日現在
（単位：百万円）
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連結損益計算書

連 結 損 益 計 算 書
( 2022年 1 月 1 日から

2022年12月31日まで )
科　　　　目 金　　　　額

継 続 事 業

売 上 収 益 73,515

売 上 原 価 43,986

売 上 総 利 益 29,529

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 22,406

そ の 他 の 収 益 341

そ の 他 の 費 用 6,202

営 業 利 益 1,262

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 2,286

金 融 収 益 6,767

金 融 費 用 1,798

税 引 前 当 期 利 益 3,944

法 人 所 得 税 費 用 △209

継 続 事 業 か ら の 当 期 利 益 4,153

非 継 続 事 業

非 継 続 事 業 か ら の 当 期 利 益 97,552

当 期 利 益 101,706

当 期 利 益 の 帰 属

親 会 社 の 所 有 者 101,548

非 支 配 持 分 157

（単位：百万円）
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貸借対照表

貸 借 対 照 表

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流動資産 127,275 流動負債 50,970
現 金 及 び 預 金

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

１年内回収予定の長期貸付金

未 収 入 金

そ の 他

固定資産

有形固定資産

建 物

工 具 器 具 備 品

土 地

無形固定資産

ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金　

77,647

116

30,176

17,785

569

980

137,943

18

11

6

0

12

12

137,912

35,605

101,100

569

301

20

840

△525　

短 期 借 入 金 11,313
１年内返済予定の長期借入金 4,580
未 払 金 30
未 払 法 人 税 等 34,956
賞 与 引 当 金 8
役 員 賞 与 引 当 金 31
そ の 他 50

固定負債 37,854
長 期 借 入 金 29,370
繰 延 税 金 負 債 8,484
負 債 合 計 88,825

純 資 産 の 部
株主資本 153,729
資本金 7,025
資本剰余金 17,931
資 本 準 備 金 17,913
そ の 他 資 本 剰 余 金 17
利益剰余金 129,892
利 益 準 備 金 582
そ の 他 利 益 剰 余 金 129,309
別 途 積 立 金 22,552
繰 越 利 益 剰 余 金 106,756

自己株式 △1,119
評価・換算差額等 22,655
その他有価証券評価差額金 22,655
新株予約権 8
純 資 産 合 計 176,393

資 産 合 計 265,218 負債及び純資産合計 265,218

2022年12月31日現在
（単位：百万円）
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損益計算書

損 益 計 算 書
( 2022年 1 月 1 日から

2022年12月31日まで )
科 目 金 額

売 上 高 －
売 上 原 価 －
売 上 総 利 益 －

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,277
営 業 損 失 2,277

営 業 外 収 益 9,531
受 取 利 息 1,827
受 取 配 当 金 88
為 替 差 益 7,593
そ の 他 22

営 業 外 費 用 1,058
支 払 利 息 362
控 除 対 象 外 消 費 税 等 175
融 資 手 数 料 519
そ の 他 0
経 常 利 益 6,195

特 別 利 益 108,712
子 会 社 株 式 売 却 益 108,712

特 別 損 失 4,452
投 資 有 価 証 券 評 価 損 143
関 係 会 社 株 式 評 価 損 4,168
子 会 社 株 式 清 算 損 140

税 引 前 当 期 純 利 益 110,455
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 33,224
法 人 税 等 調 整 額 △549
当 期 純 利 益 77,780

（単位：百万円）
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連結会計監査報告

独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 戸 田 　 栄

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 井 上 裕 之

2023年２月20日
ノーリツ鋼機株式会社
取　締　役　会　御中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
東京事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ノーリツ鋼機株式会社の2022年１月１日から2022年12月　31日まで
の連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表につい
て監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められ
る開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠して、ノーリツ鋼機株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書
類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査
法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関
する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ
る。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容
に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連
結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること
が求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の連結計算書類に係る監査報告書　謄本
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、連結計算書類を会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる開示
項目の一部を省略した会計の基準により作成し、適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを
評価し、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略した会計
の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明
することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、会社計算規則第120条第１項後段の規定により定められた、国際会計基準で求められ
る開示項目の一部を省略した会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、
構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責
任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を
含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の
独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はそ
の内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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個別会計監査報告

独立監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 戸 田 　 栄

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 井 上 裕 之

2023年２月20日
ノーリツ鋼機株式会社
取　締　役　会　御中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
東京事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ノーリツ鋼機株式会社の2022年１月１日から2022年12
月31日までの第68期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること
にある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す
ることが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の計算書類に係る監査報告書　謄本

－ 43 －
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することに
ある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定
に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引
や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　 査　 報　 告　 書
　当監査等委員会は、2022年１月１日から2022年12月31日までの第68期事業年度における取締
役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたしま
す。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会
決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及
び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、

会社の内部監査部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の
執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本
社において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け
ました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成
17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書及び連結注記表）について検討
いたしました。

監査等委員会の監査報告書　謄本

－ 45 －
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監査役会の監査報告

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人ＰｗＣあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人ＰｗＣあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年２月21日
ノーリツ鋼機株式会社　監査等委員会

監査等委員 太 田 晶 久 ㊞
監査等委員 伊庭野　基　明 ㊞
監査等委員 髙 田 　 剛 ㊞

(自　署)
　（注）監査等委員太田晶久、伊庭野基明及び髙田剛は、会社法第２条第15号及び第331条第６項

に規定する社外取締役であります。
以　上

以　上

－ 46 －
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地図

会場
　

東京都千代田区丸の内一丁目７番12号
サピアタワー５階　ステーションコンファレンス東京

本株主総会につきましては、株主様の安全・安心を最優先に新型コロナウイルスの感
染拡大防止対策を予定しておりますが、株主の皆様におかれましては健康状態にかか
わらず、ご来場はできるだけお控えいただき、書面又はインターネットにより事前に
議決権行使をいただきますようお願い申しあげます。
株主総会における当社の対応及び、インターネット配信に関する情報は当社ウェブサ
イト（https://www.noritsu.co.jp/ir/ir_stockmeeting）にてお知らせいたします。

株主総会会場ご案内略図

＜交通＞
●ＪＲ線「東京」駅日本橋口直結
●東京メトロ東西線「大手町」駅Ｂ７出口直結

＜株主の皆様へのお願い＞
駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。


